
山梨県附属機関の設置に関する条例（抄） 

昭和60年3 月29日 

山梨県条例第3号 

(趣旨) 

第１条 この条例は、法令又は他の条例に別に定めのあるものを除くほか、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第138条の４第３項に規定する附属機関に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(附属機関の設置及び担任事務) 

第２条 執行機関の附属機関として、別表第一に掲げる機関を設置し、その担任する事務は、同表の担任事

務欄に掲げるとおりとする。 

２ 執行機関は、必要があると認めるときは、その附属機関として、別表第二に掲げる機関を設置すること

ができる。この場合において、その機関の担任する事務は、同表の担任事務欄に掲げるとおりとする。 

３ 前二項に定めるもののほか、執行機関は、その設置期間が一年未満である附属機関を設置することがで

きる。 

４ 前項の規定により附属機関を設置するときは、執行機関は、あらかじめ、その機関の名称、担任する事

務その他必要な事項を告示しなければならない。 

(組織) 

第４条 附属機関は、別表第１、別表第２、別表第３及び別表第４の委員の定数欄に掲げる数の委員で組織

する。 

２ 委員は、別表第１、別表第２、別表第３及び別表第４の委員の要件欄に掲げる者のうちから、執行機関

が任命し、又は委嘱する。 

３ 委員の任期は、別表第一、別表第二、別表第三及び別表第四の委員の任期欄に掲げるとおりとする。 

４ 附属機関に、執行機関の規則で定めるところにより、特別委員、専門委員又は臨時委員(以下「特別委員」

と総称する。)を置くことができる。 

５ 特別委員は、執行機関の規則で定めるところにより、知事が任命し、又は委嘱する。 

(会長等) 

第５条 附属機関に、執行機関の規則で定めるところにより、会長又は委員長(以下「会長」と総称する。)

及び副会長又は副委員長(以下「副会長」と総称する。)を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、附属機関を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 副会長が置かれていない附属機関にあつては、会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委

員が、その職務を代理する。 

(会議) 

第６条 附属機関の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、執行機関の規則で定める場合を除くほか、委員の２分の１以上が出席しなければ、開くことが

できない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表第１(第２条、第４条関係) 

１ 知事の附属機関 

附属機関 担任事務 委員の

定数 

委員の要件 委員の

任期 

山梨県子ど

も・子育て

会議 

子ども・子育て支援法(平成二十四年法

律第六十五号)第七十二条第四項各号

の規定による県子ども・子育て支援事

業支援計画に関する同法第六十二条第

五項に規定する事項の処理並びに子ど

も・子育て支援に関する施策の総合的

かつ計画的な推進に関し必要な事項及

び当該施策の実施状況の調査審議に関

する事務 

二十人

以内 

一 子どもの保護者 

二 市町村長又はその指名する職員 

三 事業主を代表する者 

四 労働者を代表する者 

五 子ども・子育て支援に関する事業

に従事する者 

六 子ども・子育て支援に関し学識経

験のある者 

七 関係行政機関の職員 

二年 
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